
 
グループホーム ゆめさき 指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護事業 

 
運 営 規 程  

 
≪事業の目的≫ 
第１条  医療法人富士たちばなクリニックが開設するグループホームゆめさき（以下「事

業所」という。）が行う指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護の事業（以

下「事業」という。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する

事項を定め、事業所の指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護の提供に当

たる従業者（以下「従業者」という。）が要介護状態にあって認知症の状態にあ

る者に対し、適正な指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護を提供するこ

とを目的とする。 
 
≪運営の方針≫ 
第２条  事業所の介護従事者は、要支援２、要介護者であって認知の状態にある者に付

いて、共同生活住居において、家庭的な環境の下で入浴、排泄、食事等の介護

その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにするものとする。 
 
≪事業の名称≫ 
第３条  事業を行う事業所の名称及び住所は、次のとおりとする。 

一 名 称 グループホーム ゆめさき 
二 所在地 前橋市富士見町大字原之郷９７５番地 

 
≪従業者の職種、員数及び職務内容≫ 
第４条  事業所に勤務する職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

一 管理者 １名 
管理者は、事業所の従業者の管理及び業務に関する管理を一元的に行うと

ともに、自らも指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護の提供に当た

る。 
二 介護従事者 ７名以上 

介護従事者は、指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護の提供に当た

る。 
三 計画作成担当者 １名以上 

計画作成担当者は、それぞれの利用者の状況に応じた指定（介護予防）認



知症対応型共同生活介護計画を作成する。 
 
≪利用定員≫ 
第５条  事業所の利用定員は、９名とする。 
≪指定（介護予防）認知症対応型生活介護の内容≫ 
第６条  指定（介護予防）認知症対応型生活介護の内容は次のとおりとする。 

一 利用者の心身の状況に応じた介護 
二 食事その他の家事等（利用者と共同で行うよう努めるものとする。） 
三 利用者の趣味・嗜好に応じた活動の支援 
四 利用者が日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続き等 
五 その他利用者に対する便宣の提供 

 
≪利用料等≫ 
第７条   認知症対応型共同生活介護を提供した場合の利用料の額は以下の金額とし、     

当該指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護が法定代理受領サービスであ

るときは、厚生労働大臣が定める介護報酬告示上の額とし、利用料のうち各利

用者の負担割合に応じた額の支払いを受けるものとする。 
地域区分：７級地 １単位 10.14円 

基本介護費 

利用料金 
要支援２ 
761単位 

要介護１ 
765単位 

要介護２ 
801単位 

要介護３ 
824単位 

要介護４ 
841単位 

要介護５ 
859単位 

 
   ２ 前項の費用の支払いを受けるほか、次に掲げる費用についてその実費の支払い

を利用者から受け取るものとし、当該サービスの提供に当たっては、あらかじ

め利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について文書で説

明行い、支払に同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。 
一 食材料費  １，７２０円／日 

（朝４００円 昼６００円 夕６００円 おやつ１２０円） 
二 理美容代  訪問理容にて実費 
三 家賃    １，２３６円／日 
四 水光熱費  ７００円／日 
五 オムツ代  尿取りパット 

８０円／枚（大） ７０円／枚（中） ６０円／枚（小） 
紙パンツ・紙おむつ １８０円／枚 

六 その他指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護において提供される便

宣提供のうち、日常生活においても通常必要となるものにかかる費用であ



って、その利用者に負担させることが適当であると認められるもの。 
≪入居に当たっての留意事項≫ 
第８条  利用者は認知症対応型共同生活介護の提供を受ける際には、次に掲げる事項に   

留意しなければならない。 
一 利用者は努めて健康に留意すること。 
二 健康状態に異常がある場合には、その旨申し出ること。 
三 浴室を利用する際には、予めスタッフに申し出てから入浴することとする

こと。 
四 食事その他家事等には、可能な限り協力すること。 
五 定められた場所以外及び時間以外に喫煙又は飲酒をしてはならない。 
六 喧嘩、口論、泥酔等他人に迷惑をかけてはならない。 
七 次条で定める非常災害対策に可能な限り協力すること。 

 
≪非常災害対策≫   
第９条  従業者は常に災害事故防止と利用者の安全確保に努めるものとする。 

２ 管理者は、防火管理者を選任する。 
３ 防火管理者は、定期的に消防用設備、救出用設備を点検するものとする。 
４ 防火管理者は、非常災害に関する具体的計画を立てるものとし、センターは 

この計画に基づき、毎年５月及び１１月に避難及び救出その他必要な訓練を行

う。 
≪その他運営に関する重要事項≫ 
第１０条 事業所は、介護従事者の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設ける

ものとし、また、業務体制を整備する。 
一 採用時研修 採用後３ヶ月以内 
二 継続研修 年１回 

２ 従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 
３ 従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させる

ため、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業

者との雇用契約の内容とする。 
４ 妥当適切な認知症対応型共同生活介護を提供するために、市町村が行う調査に

協力するとともに、市町村からの指導又は助言に従って必要な改善を行うもの

とする。 
５ 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため、緊急やむを得ない場

合を除き、身体拘束を行わない。緊急やむを得ず身体拘束を行う場合は、その

態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を 
記録しなければならないものとする。 



６ この規定に定める事項の外、運営に関する重要事項は医療法人 富士たちばな

クリニックと事業所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 
 

≪感染症対策≫  
第１１条 施設において、感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、次に掲

げる措置を講じるものとする。 
（１）感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を策定し、対策委員会

に随 意見直すこと。 
（２）感染症又は食中毒の予防及びまん延の防止のための対策委員会をおおむね６か

月に １回開催する。  
（３）その他関係通知の遵守、徹底 

 
≪虐待防止に関する事項≫ 

第１２条 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため 

次の措置を講ずる。 

（１）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、 

その結果について従業者に周知徹底を図る 

（２）虐待防止のための指針の整備 

（３）虐待を防止するための定期的な研修の実施 

（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

 ２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は 

養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと 

思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報する。 

 

≪身体的拘束等の適正化に向けた取組み≫ 
第１３条 事業所は、認知症対応型共同生活介護の提供に当たっては、当該利用者又は他

の利用者等 の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、 
身体的拘束その他利用者の行動 を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。) 
を行ってはならない。  

２ 事業所は、緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、 
その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由（以下「身体的拘束

等の態様等」という。) を記録しなければならない。 
３ 事業所は、身体的拘束等を行う場合には、事前に、当該利用者又はその家族に、

身体的拘束等の態様等を説明しなければならない。 
ただし、やむを得ない事情により事前に当該説明をすることが困難な場合は、

この限りでない。  



４ 事業所は、前項ただし書の規定により事前に説明を行わなかった場合には、当

該身体的拘束等を行った後速やかに、当該利用者又はその家族に、身体的拘束

等の態様等を説明しなければならない。 
５ 事業所は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければ 

ならない。 
（１）身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催す

るとともに、その結果について、介護事業者その他の従業者に周知徹底を図る

こと。 
（２）身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。  
（３）介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を 

定期的に実施すること。 
 

≪業務継続計画の策定等≫ 

第１４条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定認知症対       

応型共同生活介護又は指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供を継続的

に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以

下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を

講じる。 

２ 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な 

研修及び訓練を定期的に実施する。 

３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画

の変更を行う。 

 
 
附  則 
この規定は、平成１３年９月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、平成１４年４月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、平成１６年１月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、平成１８年４月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、平成２４年４月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、平成２６年４月１日から施行する。 



附  則 
この規定は、平成２６年９月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、平成２７年４月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、平成２７年８月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、平成３１年４月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、令和元年１０月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、令和２年４月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、令和２年６月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、令和３年４月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、令和４年７月１６日から施行する。 
附  則 
この規定は、令和４年８月１６日から施行する。 
附  則 
この規定は、令和４年１０月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、令和５年４月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、令和５年５月１９日から施行する。 
附  則 
この規定は、令和６年４月１日から施行する。 
附  則 
この規定は、令和７年４月１日から施行する。 
 
 


